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第１ 計画の基本的事項等  
 

 １ 計画に係る法令の根拠 
 

   寒河江市障がい福祉計画（以下「本計画」という。）は、障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律（以下「障害者総合支援法」という。）第８８条の

規定に基づく「市町村障害福祉計画」と、児童福祉法第３３条の２０の規定に基づく

「市町村障害児福祉計画」を一体として策定する計画です。 

 

 ２ 趣旨 
 

   本計画は、第４次寒河江市障がい者基本計画の基本理念を踏まえ、「障がいの有無に

かかわらず、全ての市民が互いに人格と個性を尊重しあいながら、地域の中で生き生

きと安心して暮らすことのできる共生社会の実現」を目標に、障がい福祉サービス、

相談支援及び地域生活支援事業並びに障がい児通所支援及び障がい児相談支援（以下

「障がい福祉サービス等」という。）の提供体制を計画的に確保するとともに、本市に

おける障がい福祉施策を円滑に実施することを目的に策定するものです。 

   なお、国の定める基本指針（※）に即して、第７期寒河江市障がい福祉計画及び第３

期寒河江市障がい児福祉計画として策定します。 

   ※国の定める基本指針 

   「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針」（平成 29

年厚生労働省告示第 106号） 

 

 ３ 計画の位置付け 
 

   本計画は、「新第６次寒河江市振興計画」、「第３次寒河江市地域福祉計画」、「第４次

寒河江市障がい者基本計画」及び「第２期寒河江市子ども・子育て支援事業計画、母

子保健計画」との整合性を図りながら、障害者総合支援法に基づく障がい福祉サービ

ス等を提供するための基本的な考え方、目標及び確保すべきサービス量確保のための

方策を定める計画です。 
 

 新第６次寒河江振興計画  

     

 第３次寒河江市地域福祉計画  

     

第４次寒河江市障がい者基本計画  第２期寒河江市子ども・子育て支
援事業計画／母子保健計画 

     

 
第７期寒河江市障がい福祉計画 

第３期寒河江市障がい児福祉計画 
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 ４ 計画の期間 
 

   本計画は、令和６年度から令和８年度の３年間の計画とします。 

 

 ５ 計画の達成状況の点検及び評価 

 
   本計画の各年度における達成状況等については、成果目標及び活動指標の実績を把

握し、障がい者施策及び関連施策の動向を踏まえながら、中間評価として分析を行い、

西村山地域自立支援協議会に報告し、同協議会の意見を求めながら所要の対策を講じ

ていきます。 

 

 ６ 基本的な考え方 
 

  （１）障がい者等の自己決定を尊重し、その意思決定の支援を行うとともに、その自

立と社会参加の実現のために、必要とする障がい福祉サービス等が受けられるよ

う提供体制の整備を進めます。 

  （２）障がい種別で区別することなく、障害福祉サービス等の一元的な実施を図りま

す。 

  （３）障がい者等の自立支援の観点から、入所又は入院から地域生活への移行及び地

域生活の継続の支援、就労支援等の課題に対応したサービス提供体制の整備を進

めます。 

  （４）地域共生社会の実現に向けた取り組みを進めます。 

  （５）障がい児の健やかな育成のため、障がい児のライフステージに沿って、切れ目

ない一貫した支援が提供できる体制の構築を図ります。 

 

 ７ 目的 
 

   計画の趣旨と基本的な考え方を踏まえ、次の７点を目的とします。 

 

    ① 訪問系・日中活動系サービスの保障 

    ② 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

    ③ グループホーム等の充実及び地域生活支援拠点等の機能の充実 

    ④ 福祉施設から一般就労への移行等の推進 

    ⑤ 相談支援体制の充実・強化 

    ⑥ 関係機関と連携した一貫する障がい児支援体制の構築 

    ⑦ 特別支援学校の通学支援の拡充 
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第２ 成果目標と活動指標 
 

   目的を達成するため、成果目標と活動指標を設定して計画的に推進します。 

 

 【成果目標①】福祉施設の入所者の地域生活への移行 

   地域での生活を希望している福祉施設の入所者が退所し、住み慣れた地域で生活し

ていくことができるよう移行する者の意志や地域生活での支障となるものを把握し、

関係機関で連携して支援します。また、それに伴い、令和８年度末における地域生活

に移行する障がい者数と施設入所者の削減数について目標数値を設定します。 

 

 【成果目標②】精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

   精神障害を有する者が長期入院等から地域生活に移行することを推進するにあたっ

ては、保健・医療・福祉関係者の連携が重要であるため、重層的な連携による支援体

制の構築に係る目標を設定します。 

 

 【成果目標③】地域生活支援の充実 

   地域生活支援拠点等の効果的な支援体制及び緊急時の連絡体制の構築を目標にしま

す。また、引き続き運用状況を検証及び検討する体制を継続目標として設定します。 

 

 【成果目標④】福祉施設から一般就労への移行等 

   地域の中で自立した生活を送るためには、仕事を持つことが重要であるため、福祉

施設から一般就労への移行が促進するよう、福祉施設の利用者のうち、就労移行事業

所等を通じて一般就労に移行する者の目標数値を設定します。また、地域生活が安定

して送るために障がい者の一般就労への定着も重要であることから、就労定着支援事

業利用者の割合の目標値を設定します。 

 

 【成果目標⑤】障害児支援の提供体制の整備等 

   障がい児のニーズに合わせて身近な場所で切れ目ない支援を提供できる体制を整備

するため、地域における支援体制の整備や重症心身障がい児及び医療的ケア児など特

別な支援を必要とする障がい児に対する支援体制整備に係る目標値を設定します。 

   なお、特別支援学校に通学する障がい児の通学支援を検討し、拡充していくことを

目標にします。 

 

【成果目標⑥】相談支援体制の充実・強化等 

   相談支援体制の充実及び強化等を図るため、総合的・専門的な相談支援の実施及び

地域の相談支援体制の強化を実施する体制の拡充に係る目標を設定します。 

 

【成果目標⑦】障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

   障がい者等が真に必要とする障がい福祉サービス等を提供されることを目指すため、

障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組に関する事項を実施する体制の構

築に係る目標を設定します。 
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（成果目標）  （活動指標） 

①福祉施設入所者の地域生活への移行 

○地域生活移行者の増加 

○施設入所者の減少 

 

・居宅介護等の訪問系サービスの利用者数、利用時間数 

・生活介護の利用者数、利用日数 

・自立訓練（機能訓練・生活訓練）の利用者数、利用
日数 

・就労移行支援または就労継続支援（Ａ・Ｂ型）の利
用者数、利用日数 

・就労定着支援の利用者数 

・短期入所の利用者数、利用日数 

・自立生活援助の利用者数 

・共同生活援助の利用者数 

・地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援）の利
用者数 

・施設入所支援の利用者数 ※利用者数の減少 

・連携会議等の実施 

  

②精神障害にも対応した地域包括ケア

システムの構築 
 

  

③地域生活支援の充実 

○地域生活支援拠点等の運用状況の 

検証および検討 

 

   

④福祉施設から一般就労への移行等 

○福祉施設利用者の一般就労への移行
者への増加 

○一般就労移行者のうち就労定着支援
事業利用者の割合の達成 

 

・就労移行支援の利用者数、利用日数 

・就労移行支援事業所等の（就労移行支援・就労継続
支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型）の利用者数、利用日
数 

・就労定着支援の利用者数 

   

⑤障がい児支援提供体制の整備等 

○児童発達支援センターの設置及び障
がい児の地域社会への参加・包容（イ
ンクルージョン）の推進 

○主に重症心身障がい児を支援する児
童発達支援事業所及び放課後等デイ
サービス事業所の確保 

○医療的ケア児等支援のための関係機
関の協議の場の設置及びコーディネ
ーターの配置 

○障がい児の通学支援の拡充 

 

・児童発達支援の利用児童数、利用日数 

・放課後等デイサービスの利用児童数、利用日数 

・保育所等訪問支援の利用児童数、利用日数 

・居宅訪問型児童発達支援の利用児童数、利用数 

・障がい児相談支援の利用児童数 

・医療的ケア児等に対する関連分野の支援を調整す

るコーディネーターの配置人数 

・通学支援利用者数、利用日数 

   

⑥相談支援体制の充実 

○総合的・専門的な相談支援の実施及

び地域の相談支援体制の強化を実施

する体制の拡充 

  

   

⑦障害福祉サービス等の質を向上させ

るための取組に係る体制の構築 
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第３ 第６期障がい福祉計画及び第２期障がい児福祉計画の進捗状況 

 

 １ 障がい福祉サービス 

  ・「計画」は第６期障がい福祉計画（以下「第６期計画」）における令和５年度の計画

（見込量）です。 

  ・「実績」は、令和５年度の実績見込みのサービス量又は利用人数となっています。 

 

  （１）訪問系サービス 

   [１ヶ月当たりの利用人数と延べ利用時間数] 

サービス種別 
計 画 実 績 進捗率 

人 利用時間 人 利用時間 人 利用時間 

居宅介護 42 580 31 466 74% 80% 

重度訪問介護 1 150 0 0 0% 0% 

同行援護 5 42 4 22 80% 52% 

行動援護 2 14 6 135 300% 964% 

 

  （２）日中活動系サービス 

   [１ヶ月当たりの利用人数と延べ利用日数] 

サービス種別 
計 画 実 績 進捗率 

人 利用日数 人 利用日数 人 利用日数 

生活介護 85 1532 77 1491 91% 97% 

 自立訓練（機能訓練） 1 20 0 0 0% 0% 

自立訓練（生活訓練） 1 20 9 160 900% 800% 

就労移行支援 5 75 9 149 180% 199% 

就労継続支援Ａ型 50 994 55 1084 110% 109% 

就労継続支援Ｂ型 92 1,629 91 1573 99% 97% 

就労定着支援 5 ― 2 ― 40% ― 

療養介護 5 ― 6 ― 120% ― 

短期入所 10 74 14 59 140% 80% 

 

  （３）居住系サービス 

   ① 自立生活援助 

   [１ヶ月当たりの利用人数] 

サービス種別 
計 画 実 績 

進捗率 
利用人数 利用人数 

自立生活援助 1 0 

 

0% 
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   ② 共同生活援助（グループホーム） 

   [１ヶ月当たりの利用人数] 

サービス種別 
計 画 実 績 

進捗率 
利用人数 利用人数 

共同生活援助 29 37 128% 

 

   ③ 施設入所支援  

   [１ヶ月当たりの利用人数] 

サービス種別 
計 画 実 績 

進捗率※ 
利用人数 利用人数 

施設入所支援 47 45 104% 

      ※施設入所支援の進捗は、利用人数の削減であるため、進捗率は計画利用人数

を実績利用人数で割っています。 

 

  （４）相談支援 

   [１ヶ月当たりの利用人数] 

サービス種別 
計 画 実 績 

進捗率 
利用人数 利用人数 

計画相談支援 89 86  97% 

地域移行支援 1 0   0% 

地域定着支援 1 2 200% 

 

 ２ 障がい児支援 

   ・「計画」は第２期障がい児福祉計画における令和５年度の計画(見込量)です。 

   ・「実績」は、令和５年度の実績見込みです。 

 

  （１）障がい児通所支援 

   [１ヶ月当たりの利用人数と延べ利用日数] 

サービス種別 
計 画 実 績 進捗率 

人 利用日数 人 利用日数 人 利用日数 

 児童発達支援 44 197 73 394 166% 

 

200% 

 放課後等デイサービス 216 1,189 120 1,133 56% 95% 

保育所等訪問支援 1 1 11 18 1,100% 1,800% 

医療型児童発達支援 1 2 1 2 100% 100% 

居宅訪問型児童発達支援 0 0 0 0 0% 0% 
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  （２）相談支援 

   [１ヶ月当たりの利用人数] 

サービス種別 
計 画 実 績 

進捗率 
利用人数 利用人数 

障がい児相談支援 34 51 150% 

 

 

  （３）医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーター 

コーディネーター 

配置人数 

計 画 実 績 進捗率 

1 1 100% 

 

３ 地域生活支援事業 

 ・「計画」は、第６期計画における令和５年度の計画（見込み量）です。 

 ・「実績」は、令和５年度の実績見込みです。 

事業名 単 位 計 画 実 績 

（１）理解促進研修・啓発事業 実施状況 実施 未実施 

（２）自発的活動支援事業 実施状況 実施 未実施 

（３）相談支援事業 

 

①障がい相談支援事業 実施箇所数 4 3 

 基幹相談支援センター 実施箇所数 1 1 

②基幹相談支援センター等機能強

化事業 
実施状況 実施 実施 

③住宅入居等支援事業 実施状況 ― ― 

（４）成年後見制度利用支援事業 利用人数 1 0 

（５）成年後見制度法人後見支援事業 実施状況 ― ― 

（６）意思疎通支援事業 

 
①意思疎通支援者派遣事業 派遣回数 42 42 

②手話通訳者設置事業 設置人数 1 1 

（７）日常生活用具給付等事業 

 

①介護・訓練支援用具 給付件数 3 3 

②自立生活支援用具 給付件数 5 2 

③在宅療養等支援用具 給付件数 6 7 

④情報・意思疎通支援用具 給付件数 26 12 

⑤排せつ管理支援用具 給付件数 904 943 

⑥居宅生活動作補助用具 

（住宅改修費） 
給付件数 1 0 
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事業名 単位 計画 実績 

（８）手話奉仕員養成研修事業 受講人数 10 12 

（９）移動支援事業 

 
①移動支援事業 

利用人数 7 10 

利用時間 200 277 

②特別支援学校通学費助成事業 利用人数 18 14 

（１０）地域活動支援センター 
実施箇所数 1 1 

利用人数 15 16 

（１１）その他の事業 

 
①自立支援訓練事業 

実施箇所数 1 1 

利用人数 1 1 

②訪問入浴サービス事業 利用人数 1 2 

③日中一時支援事業 
実施箇所数 5 5 

利用人数 14 18 

④社会参加促進事業 

 

点字・声の広報等発行事業 発行回数 22 22 

自動車改造助成事業 助成件数 1 1 

介護用車両改造等助成事業 助成件数 1 1 
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第４ 障がい福祉サービス、障害児通所サービスの種類と内容 

障害者総合支援法に基づく障がい福祉サービスの種類と内容 

サービスの種類 サービスの内容 

訪問系サービス 

 

居宅介護 自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由者又は重度の知的障害若しくは精神障害

により行動上著しい困難を有する者であって常に介護を必

要とする人に、自宅で、入浴、排せつ、食事の介護、外出時

における移動支援、入院時の支援等を総合的に行います。 

同行援護 
視覚障がいにより、移動に著しい困難を有する人が外出する

時、必要な情報提供や介護を行います。 

行動援護 
自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を

回避するために必要な支援、外出支援を行います。 

重度障がい者等包括

支援 

介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービス

を包括的に行います。 

日中活動系サービス 

 

生活介護 

常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介

護等を行うとともに、創作的活動又は生産活動の機会を提供

します。 

自立訓練（機能訓練） 
自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身

体機能の維持、向上のために必要な訓練を行います。 

就労選択支援 

就労サービス利用の意向がある人に、本人の希望や能力、適

性に合った選択ができるよう支援します。 

（令和７年１０月施行予定） 

自立訓練（生活訓練） 
自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、生

活能力の維持、向上のために必要な支援、訓練を行います。 

就労移行支援 
一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要

な知識及び能力の向上のために必要な訓練を行います。 

就労継続支援Ａ型 
一般企業等での就労が困難な人を雇用し、就労の機会を提供

するとともに能力等の向上のために必要な訓練を行います。 

就労継続支援Ｂ型 
一般企業等での就労が困難な人に就労する機会を提供する

とともに、能力等の向上のために必要な訓練を行います。 

就労定着支援 
一般就労に移行した人に、就労に伴う生活面の課題に対応す

るための支援を行います。 

療養介護 
医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療

養上の管理、看護、介護及び日常生活の世話を行います。 

短期入所 
自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め

た施設で入浴、排せつ、食事の介護等を行います。 
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居住系サービス 

 

自立生活援助 

一人暮らしに必要な理解力、生活力等を補うため、定期的な

居宅訪問や随時の対応により日常生活における課題を把握

し、必要な支援を行います。 

共同生活援助 
夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談、入浴、排せつ、

食事の介護、日常生活上の援助を行います。 

施設入所支援 
施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介

護等を行います。 

相談支援 

   

計画相談支援 

障がい福祉サービスの申請時のサービス利用計画案の作成、

支給決定後に事業者等と連絡調整しサービス利用計画を作

成する。また、サービス利用状況等の検証、事業所等の連絡

調整、必要に応じた新たな申請の勧奨を行います。 

地域移行支援 
住居の確保等、地域での生活に移行するための活動に関する

相談、障害福祉サービス事業所への同行支援等を行います。 

地域定着支援 

常時、連絡体制を確保し障害の特性に起因して生じた緊急事

態等における相談、事業所等と連絡帳など、緊急時の各種支

援を行います。 

 

児童福祉法に基づくサービスの種類と内容 

サービスの種類 サービスの内容 

児童発達支援 

障がいのある未就学児を通わせて、日常生活における、基本

的動作及び、知識技能の習得、集団生活への適応のための支

援等必要な支援を行います。 

放課後等デイサービス 

授業の終了後又は休業日に、障がいのある就学児を通わせ

て、生活能力の向上のために必要な支援、社会との交流等必

要な支援を行います。 

保育所等訪問支援 
保育所等を訪問し、障がい児に対して、障がい児以外の児童

との集団生活への適応のための専門的な支援を行います。 

居宅訪問型児童発達支援 

重度の障がい児で、児童発達支援等のサービスを受けるため

に外出することが著しく困難なものについて、その居宅を訪

問し必要な支援を行います。 

障がい児相談支援 

障がい児の心身の状況、環境、支援に関する意向を勘案し、

支援利用計画を作成するとともに、通所事業者等との連絡調

整を行います。 

福祉型障がい児入所支援 
障がいのある児童を入所により保護するとともに、独立自活

するために必要な援助を行います。 

医療型障がい児入所支援 
障がいのある児童を入所により治療するとともに、独立自活

するための必要な援助を行います。  



・児童発達支援
・放課後等デイサービス
・居宅訪問型児童発達支援
・保育所等訪問支援

11

訪問系サービス 相談支援

障害者総合支援法及び児童福祉法による福祉サービスの全体像

　障害者総合支援法によるサービスは、自立支援給付（障がい福祉サービス等）と地域生活支援事業
で構成されています。また、児童福祉法により、通所系サービスは市、入所系サービスは県が実施主
体になっています。

障害者総合支援法

市 自立支援給付

・居宅介護 ・計画相談支援
・重度訪問介護 ・地域移行支援
・同行援護 ・地域定着支援

・就労移行支援 　※実施主体は県

・行動援護
・重度障がい者等包括支援

日中活動系サービス 自立支援医療

・生活介護 ・更生医療
・自立訓練 ・育成医療
　（機能訓練・生活訓練） ・精神通院医療※

市 県

・就労継続支援Ａ型
・就労継続支援Ｂ型
・就労定着支援
・療養介護
・短期入所

居住系サービス 補装具

・自立生活援助
・共同生活援助
・施設入所支援

地域生活支援事業

・相談支援事業 ・地域活動支援センター事業 ・専門性の高い相談
・意思疎通支援事業 ・訪問入浴サービス事業 　支援事業
・日常生活用具給付事業 ・日中一時支援事業 ・広域的な支援事業
・移動支援事業 ・社会参加促進事業　など ・人材育成　など

　障がい児入所支援
・医療型
　障がい児入所支援

障がい児相談支援

児童福祉法

市 県

通所系サービス 入所系サービス

・福祉型

障がいの

ある人

障がい児
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第５ 令和８年度の成果目標の設定 
 

 １ 福祉施設の入所者の地域生活への移行に係る目標 

 

   地域生活への移行を進める観点から、令和８年度末までに、福祉施設入所から地域

生活へ移行する障がい者数と施設入所者の削減数について目標数値を設定します。 

   国の基本指針では、令和４年度末時点の施設入所者数の６％以上が地域生活へ移行

することとするとともに、令和８年度末の施設入所者数を令和４年度末時点から５％

以上削減することを基本として、これまでの実績及び地域の実情を踏まえて設定する

ことになっています。 

   本計画では、令和８年度末までに、施設入所から３人（６．４％）が地域生活に移

行することを目指すとともに、令和８年度末時点の施設入所者数を、令和４年度末時

点の入所者数から３人（６.３８％）減少させることを目指します。 

 

項   目 数値 考 え 方 

現時点の施設入所者数（Ａ） 47人 令和４年度末の施設入所者数 

目標年度入所者数（Ｂ） 44人 令和８年度末時点の施設入所者数 

【目標値】地域生活移行者数（Ｃ） 

（Ｃ）／（Ａ） 

3人 

（6.4%） 

施設入所から令和８年度末までに

グループホーム等へ移行する者の

数 

【目標値】削減見込（Ａ－Ｂ） 

（（Ａ）－（Ｂ））／（Ａ） 

3人 

(6.38%) 
差引減少見込み数 

 

 ２ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に係る目標 

 

   国の基本指針では、精神障害者の地域移行や定着には、精神障害にも対応した地域

包括ケアシステムの構築に向けた、保健・医療・福祉関係者が連携して取り組むとと

もに、精神保健医療福祉体制の基盤整備等を推進することを基本としています。 

   本計画では、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築のため、山形県保

健医療計画との関係を踏まえながら、西村山地域での連携強化に向けた会議開催を目

標とします。 

 

項   目 数値 考 え 方 

精神障害にも対応した地域包括ケ

アシステムにかかる会議の開催 
2回 西村山地域として開催 
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 ３ 地域生活支援の充実に係る目標 

 

   国の基本指針では、地域における障がい者の生活を支援する機能（地域の体制づく

り、緊急時の受入・対応、相談、体験の機会、専門性等）の集約を行う地域生活拠点

や地域における複数の機関が分担して機能を担う体制（面的な体制）を各市町村又は

各圏域に少なくとも１つ確保しつつ、その機能の充実のため、年１回以上運用状況を

検証及び検討することを基本としています。 

   本計画では、地域生活支援拠点等が有する機能の充実のため、西村山地域で連携し

て年３回運用状況を検証及び検討することを目標とします。 

 

項   目 数値 考 え 方 

地域生活支援拠点等の整備 整備済 
令和３年３月西村山地域として１

箇所整備 

地域生活支援拠点等の運用状況の検

証及び検討 
3回 

令和８年度における地域生活支援

拠点等の運用状況の検証及び検討

回数 

地域生活支援拠点等の効果的な支援

体制及び緊急時の連絡体制の構築 
― 

検証を踏まえて、効果的な支援体

制を整備します 

 

 ４ 福祉施設から一般就労への移行等に係る目標 
 

   福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等（生活介護、自立訓練、就労移行支

援、就労継続支援）を通じて、令和８年度中に一般就労に移行する者の目標値を設定

します。 

   国の基本指針では、令和３年度の一般就労への移行実績の１．２８倍以上とし、ま

た、就労移行支援事業、就労継続支援Ａ型事業及び就労継続支援Ｂ型事業について、

それぞれ令和８年度中に一般就労に移行する者の目標値もあわせて定めることとし、

就労移行支援事業の利用者数については、令和３年度の一般就労への移行実績の１．

３１倍以上、就労継続支援Ａ型事業については、概ね１．２９倍以上、就労継続支援

Ｂ型事業については、概ね１．２８倍以上とすることを基本として、これまでの実績

及び地域の実情を踏まえて設定することになっています。 

   さらに、障がい者の一般就労への定着も重要であることから、令和８年度において、

就労定着支援事業についても、令和３年度の利用実績の１．４１倍以上の利用を目指

します。 

 

項   目 数値 考 え 方 

現在の年間一般就労移行者数 0人 
令和３年度中に福祉施設を退所

し、一般就労に移行した者の数 

【目標値】目標年度の年間一般就

労移行者数（増加率） 

8人 

（－倍） 

令和８年度中に福祉施設を退所

し、一般就労する者の数 
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項   目 数値 考 え 方 

現在の就労移行支援事業利用者

の年間一般就労移行者数 
3人 

就労移行支援事業利用者のうち、

令和３年度中に一般就労に移行し

た者の数 

【目標値】目標年度の就労移行支

援事業利用者の年間一般就労移

行者数（増加率） 

4人 

（1.33倍） 

就労移行支援事業利用者のうち、

令和８年度中に一般就労に移行す

る者の数 

現在の就労継続支援Ａ型事業利

用者の年間一般就労移行者数 
0人 

就労継続支援Ａ型事業利用者のう

ち、令和３度中に一般就労に移行

した者の数 

【目標値】目標年度の就労継続支

援Ａ型事業利用者の年間一般就

労移行者数（増加率） 

2人 

（－倍） 

就労継続支援Ａ型事業利用者のう

ち、令和８年度中に一般就労に移

行する者の数 

現在の就労継続支援Ｂ型事業利

用者の年間一般就労移行者数 
0人 

就労継続支援Ｂ型事業利用者のう

ち、令和３年度中に一般就労に移

行した者の数 

【目標値】目標年度の就労継続支

援Ｂ型事業利用者の年間一般就

労移行者数（増加率） 

2人 

（－倍） 

就労継続支援Ｂ型事業利用者のう

ち、令和８年度中に一般就労に移

行する者の数 

 

 ５ 障がい児支援の提供体制の整備等に係る目標 
 

   国の基本指針では、重層的な地域支援体制の構築を目指すため、令和８年度末まで

に児童発達支援センターを１箇所以上設置すること及び保育所等訪問支援等を活用し

ながら障がい児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進する体制を構

築することとしています。また、重症心身障がい児が身近な地域で支援を受けられる

ように、令和８年度末までに主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及

び放課後等デイサービス事業所を１箇所以上確保すること、さらに、医療的ケア児等

が適切な支援を受けられるように、保健、医療、障がい福祉、保育、教育等の関係機

関等が連携を図るための協議の場を設置すること及び医療的ケア児等に関するコーデ

ィネーターを配置することを基本としています。 

   西村山地域では、それぞれ設置及び配置等していることから引き続き支援を継続し

充実を図ります。 

 

項   目 数値 考 え 方 

児童発達支援センターの設置 1箇所 
西村山地域で既に設置しており支

援を継続する 

保育所等訪問支援の充実 1箇所 
西村山地域で既に実施しており支

援を継続する 

主に重症心身障がい児を支援す

る児童発達支援事業所の確保 
1箇所 

西村山地域で既に設置しており支

援を継続する 
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主に重症心身障がい児を支援す

る放課後等デイサービス事業所

の確保 

2箇所 
西村山地域で既に設置しており支

援を継続する 

障がい児の地域社会への参加・包

容（インクルージョン）の推進体

制 

令和 9年 3月 

ニーズを把握し、関係機関と協議

を行いながら、推進体制の整備を

検討していく 

医療的ケア児等支援のための関

係機関の協議の場の設置 
1箇所 

総合支庁事務局の圏域での協議の

場を西村山地域の協議の場として

位置付け 

医療的ケア児等コーディネータ

ーの配置 
2名 

西村山地域で既に 1 名配置してお

り、事業所ごとの１名配置を図る 

 

 ６ 相談支援体制の充実・強化等に係る目標 

 

   国の基本指針では、令和８年度末までに、各市町村又は各圏域で総合的・専門的な

相談支援体制の実施及び地域の相談支援体制の強化を実施する体制を確保することを

基本としています。西村山地域では、平成３１年４月に地域における相談支援の中核

的な役割を担う基幹相談支援センターを設置しました。令和５年度のセンター移設に

伴い職員を 1 名増員し、令和６年度においても人員を１名拡充。地域の相談支援機関

との連携を図り、引き続き相談支援体制の充実及び強化を実施する体制を確保します。 

 

項   目 数値 考 え 方 

基幹相談支援センターの設置 1箇所 
西村山地域で既に設置しており支

援を継続する 

基幹相談支援センターの支援体

制の確保及び強化 
3人 

基幹相談支援センターの職員を増

員し、体制の強化をする 

 

 

 ７ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築に

係る目標 
 

   障がい福祉サービス等が多様化するとともに、多くの事業者が参入している中、障

がい者等が真に必要とする障がい福祉サービス等の提供を行うことが重要です。その

ため、山形県が実施する障がい福祉サービス等に係る研修その他の研修へ市職員が積

極的に参加し制度理解の促進を図るほか、関係事業所の適正な制度運営の検証などの

障がい福祉サービス等の質の向上に向けた取組を実施する体制の構築を目指します。 
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第６ 成果目標の設定に係る活動指標等について 

 

 １ 各年度における障がい福祉サービス及び相談支援の種類ごとの必要な

量の見込み及びその見込量の確保のための方策 
 

  （１） 実施に関する考え方 

    地域生活や一般就労への移行に係る令和５年度の成果目標の達成のために、訪問

系サービスを充実させるとともに、日中活動系サービスについては希望する障がい

者又は障がい児に適切に提供できるよう体制整備を図ります。また、グループホー

ム等の充実を図るとともに自立訓練等の推進により入所等から地域生活への移行を

推進します。 

    相談支援については、障がい者の自立した生活を支えるため、障がい者等が適切

なサービスを利用できるよう、相談支援事業者等との連携により推進していきます。 

 

  （２） 必要量の見込みに関する考え方 

    第５期計画の現状の把握、地域における課題等を踏まえ、目標値を補正するとと

もに、障がい者のニーズを踏まえ必要な量を見込んでいます。 

 

  （３） 必要な量の見込み 

   ① 訪問系サービス 

    障がいのため日常生活を営むのに支障のある人が、地域生活を維持できるよう、

障がいの特性に応じたサービスの必要量を確保します。現に利用している人数、障

がい者等のニーズ、平均的な一人当たり利用量、地域生活への移行者数等を勘案し

て見込み量を定めています。 

 

   [1ヶ月当たりの利用人数と延べ利用時間数] 

サービス種別 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

人 利用時間 人 利用時間 人 利用時間 

居宅介護 37 471 37 475 38 480 

重度訪問介護 1 150 1 150 1 150 

同行援護 5 40 5 41 5 41 

行動援護 6 136 6 144 7 152 

計 49 797 49 810 51 823 

 

   ② 日中活動系サービス 

    障がいのある人の日中活動の場や、身体機能、生活能力の向上のための場の確保

のため必要なサービスを提供します。現に利用している人数、障がい者等のニーズ、

平均的な一人当たり利用量、地域生活への移行者数等を勘案して見込み量を定めて

います。 
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   [1ヶ月当たりの利用人数と延べ利用日数] 

サービス種別 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

人 利用日数 人 利用日数 人 利用日数 

生活介護 91 1,574 93 1,606 94 1,638 

自立訓練 

（機能訓練） 
1 20 1 20 1 20 

就労選択支援 - - 5 5 5 5 

自立訓練 

（生活訓練） 
7 144 7 146 7 147 

就労移行支援 8 175 8 206 9 243 

就労継続支援

Ａ型 
53 1,089 53 1,099 54 1,110 

就労継続支援

Ｂ型 
97 1,717 103 1,837 111 1,966 

就労定着支援 2 ― 2 ― 2 ― 

療養介護 5 ― 5 ― 5 ― 

短期入所 14 68 15 79 16 92 

 

   ③ 居住系サービス 

    施設入所から地域生活への移行を目標に、現に利用している人の数、今後のニー

ズ等を勘案して見込み量を定めています。 

 

   自立生活援助 

   [1ヶ月当たりの利用人数] 

サービス種別 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数 利用人数 利用人数 

自立生活援助 0 1 1 

 

   共同生活援助（グループホーム） 

   [1ヶ月当たりの利用人数] 

サービス種別 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数 利用人数 利用人数 

共同生活援助 11 12 13 

 

   施設入所支援 

   [1ヶ月当たりの利用人数] 

サービス種別 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数 利用人数 利用人数 

施設入所支援 46 45 44 
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   ④ 相談支援 

    計画相談支援については、障がい福祉サービス及び地域相談支援の利用者数等を

勘案して見込み量を定めています。地域移行支援及び地域定着支援については、施

設入所中や精神病院へ入院中の人の地域生活移行者数等を勘案して見込み量を定め

ています。 

 

   [1ヶ月当たりの利用人数] 

サービス種別 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数 利用人数 利用人数 

計画相談支援 89 100 112 

地域移行支援 1 1 1 

地域定着支援 3 3 3 

 

  （４） 必要な見込み量の確保のための方策 

 

   ① 訪問系サービス 

    利用者本位のサービス提供を推進する観点から、事業者に対し広く情報提供を行

うなどして、多様な事業者の参入を促進するとともに、必要となるサービスについ

て周知を図ります。 

    ホームヘルパーに対する講座・講習等への受講を勧奨し、質の高いサービスが提

供されるように働きかけます。 

 

   ② 日中活動系サービス 

    県及び近隣市町と連携しながら、サービス提供事業者の適正な配置の調整に努め

ます。また、サービス提供事業者に対して、サービス利用者の動向やサービス内容

の情報提供を行い、多様な事業者の参入を図ります。 

 

   ③ 居住系サービス 

    グループホームの整備について、運営組織となる法人等へ協力を呼びかけます。 

 

   ④ 相談支援 

    サービスの周知を図るとともに、相談支援事業所との連携に努めます。 

 

 ２ 地域生活支援の充実に係る活動指標 

 

  （１） 実施に関する考え方 

    地域生活支援拠点等を運用していく中で明らかになった課題について、自立支援

協議会等を活用し、情報の共有及び機能を補完する方策の検討や研修の実施等を通

じ、地域生活支援拠点の整備後も機能の充実に向けた検証及び検討を継続的に行っ

ていきます。 
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  （２） 必要な量の見込みに関する考え方 

    地域生活支援拠点等が有する機能の充実に向けた検証及び検討について、西村山

地域や自立支援協議会と連携して実施する回数を見込んでいます。 

 

  （３） 必要な量の見込み 

内容 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

回 回 回 

各年度における地域生活支援拠

点等が有する機能の充実に向け

た検証及び検討の実施回数 

3 3 3 

 

 ３ 各年度における障がい児支援の種類ごとの必要な量の見込み及びその

見込量の確保のための方策 
 

  （１） 実施に関する考え方 

    障がい児が安心して地域生活を送ることができるよう、保護者の下から通いなが

ら受けられる療育や訓練の場の拡充を目指します。 

 

  （２） 必要量の見込みに関する考え方 

    必要量の見込みについては、障がい児支援の利用実態及びニーズを踏まえ必要な

量を見込んでいます。 

 

  （３） 必要な量の見込み  

   ① 障がい児通所支援 

    現に利用している人数、障がい児等のニーズ、平均的な一人当たり利用量等を勘

案して見込み量を定めています。 

 

   [1ヶ月当たりの利用人数と延べ利用日数] 

サービス種別 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

人 利用日数 人 利用日数 人 利用日数 

児童発達支援 93 494 119 594 152 694 

放課後等デイサービス 138 1,352 159 1,571 183 1,790 

保育所等訪問支援 14 24 17 30 20 36 

居宅訪問型児童発達支援 0 0 0 0 0 0 
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   ② 相談支援 

    障がい児相談支援については、障がい児通所支援の利用者数等を勘案して見込み

量を定めています。 

 

   [1ヶ月当たりの利用人数] 

サービス種別 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数 利用人数 利用人数 

障がい児相談支援 56 61 66 

 

   ③ 医療的ケア児等に対する関連分野の支援を調整するコーディネーター 

    医療的ケア児等がライフステージを通じて必要とする多分野にまたがる支援の利

用を調整し、総合的かつ包括的な支援の提供につなげるコーディネーターを配置し

ます。 

コーディネーター 

配置人数（人） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

2 2 2 

 

  （４） 必要な見込み量の確保のための方策 

    県及び近隣市町と連携しながら、サービス提供事業者の適正な配置の調整に努め

ます。また、サービス提供事業者に対して、サービス利用者の動向やサービス内容

の情報提供を行い、多様な事業者の参入を図ります。 
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第７ 地域生活支援事業の実施に関する事項 

 1 各年度における事業の種類ごとの実施に関する考え方及び量の見込み 

事業名 単位 ６年度 ７年度 ８年度 実施に関する考え方 

（１）理解促進研修・啓発事業 実施状況 実施 実施 実施 
障がいに対する広報・

啓発活動を行います。 

（２）自発的活動支援事業 実施状況 実施 実施 実施 

障がい者団体等が自発

的に行う活動を支援し

ます。 

（３）相談支援事業      

  ①障がい者相談支援事業 実施箇所数 3 3 4 

障がいのある人やその

家族等からの相談に応

じ、サービスの利用に

関する支援、情報提供

等を行います。 

    基幹相談支援センター 実施箇所数 1 1 1 

障がいの種別や各種ニ

ーズに対応できる総合

的・専門的な相談支援

を実施します。 

  
②基幹相談支援センター等機能

強化事業 
実施状況 実施 実施 実施 

専門的職員による相談

支援機能の強化を図り

ます。 

  ③住宅入居等支援事業 実施状況 ― ― ― 

障がい者の必要性を見

極め実施について検討

します。 

（４）成年後見制度利用支援事業 利用人数 1 1 1 

障がいのある人の権利

擁護のため成年後見制

度の利用支援を行ない

ます。 

（５）成年後見制度法人後見支援事業 実施状況 ― 実施 実施 

令和７年度に中核機関

を設置し、法人後見の

実施を支援します。 

（６）意思疎通支援事業           

  ①意思疎通支援者派遣事業  派遣回数 40 43 45 

意思疎通支援者（手話

通訳）（要約筆記）を

派遣し意思疎通の円滑

化を図ります。 

  ②手話通訳者設置事業  設置人数 1 1 1 

手話通訳者を設置し意

思疎通の円滑化を図り

ます。 
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事業名 単位 ６年度 ７年度 ８年度 実施に関する考え方 

（７）日常生活用具給付等事業 
     

  ①介護・訓練支援用具 給付件数 3 3 3 
重度の障がいのある人

等に対し、必要とする

日常生活用具を給付す

る事により、日常生活

上の便宜を図ります。 

  ②自立生活支援用具 給付件数 5 5 5 

  ③在宅療養等支援用具 給付件数 6 6 6 

  ④情報・意思疎通支援用具 給付件数 28 28 28 

  ⑤排泄管理支援用具 給付件数 924 936 948 

排泄管理支援を必要と

する障がいのある人等

に対し、排泄管理用具

を給付する事により、

日常生活上の便宜を図

ります。 

  
⑥居宅生活動作補助用具 

（住宅改修費） 
給付件数 1 1 1 

重度の障がいのある人

等に対し、住宅改修費

の一部を助成する事に

より、日常生活上の便

宜を図ります。 

（８）手話奉仕員養成研修事業 受講人数 15 15 15 

手話教室等を開催し、

手話を用いて円滑な意

思疎通を図ることがで

きる手話奉仕員を養成

します。 

（９）移動支援事業           

  

①移動支援 

利用人数 10 12 14 
屋外での移動が困難な

障がいのある人等に対

して、円滑に外出でき

るよう移動を支援しま

す。 
  利用時間 250 300 350 

  ②特別支援学校通学費助成事業 利用人数 14 15 16 

特別支援学校への通学

を支援するため、通学

費の一部を助成しま

す。 

（１０）地域活動支援センター 

実施箇所数 1 1 1 
日中の創作活動、生産

活動の機会の提供を通

じ、地域での生活を支

援します。 
利用人数 16 17 18 
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事業名 単位 ６年度 ７年度 ８年度 実施に関する考え方 

（１１）その他の事業           

  

①自立支援訓練事業 

実施箇所数 1 1 1 
福祉ホーム等に居住し

ている障がい者に、支

援訓練サービスを提供

します。 
  利用人数 1 1 1 

  ②訪問入浴サービス事業  利用人数 2 2 2 

自宅での入浴が困難な

重度の障がいのある人

に対し、訪問入浴車で

訪問し、入浴サービス

を行います。 

  

③日中一時支援事業 

実施箇所数 5 5 5 
日中に、障がいのある

人等に活動の場を提供

し、見守り、社会に適

応するための日常的な

訓練等を行います。 
  利用人数 18 19 20 

  ④社会参加促進事業            

    点字・声の広報等発行事業  発行回数 22 22 22 

視覚に障がいのある人

に対し、市報等を点

訳・音訳し発行しま

す。 

    自動車改造助成事業  助成件数 1 1 1 

身体に障がいのある人

が、自動車の改造を行

う場合において、経費

の一部を助成します。 

    介護用車両改造等助成事業  助成件数 1 1 1 

自ら運転をすることが

できない身体に障がい

のある人を介護するた

めに、自動車の改造を

行う場合において、経

費の一部を助成しま

す。 

 

 ２ 各事業の見込量の確保のための方策 

   地域生活支援事業は、障がいのある人が自立した日常生活や社会生活を営むことが

できるよう、利用者の状況に応じた柔軟な形態による事業を効率的・効果的に実施す

ることが重要です。 

   これまで実施している事業については継続するとともに、実施していない事業につ

いては、地域の実情及び障がい者等の状況等に合わせて検討し、事業の更なる充実を

図ります。 


